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 本稿は、2014 年 2 月 14 日に行った、鈴木寛・元文部科学副大臣のインタビュー記録である。 










 本インタビューのエッセンスを凝縮した鈴木氏による論稿2 が、同学会年報（2014 年 7 月）
に出版されている。本インタビューは、論稿版ではそぎ落とされた事柄の微妙なニュアンスと
周辺的な情報を伝えており、論稿を立体的に理解するためにも有益である。文字通り、時間を
忘れてやりとりされた 2 時間であった。 




日 時 2014 年 2 月 14 日 
場 所 東京大学本郷キャンパス 
聞き手 広瀬裕子 
    前原健二（東京学芸大学） 
    村上祐介（東京大学） 
 
－ 2 － 
第 1部 教育ガバナンスの基本方向 
 


































































































































































































































まり、三大都市圏を A ゾーン。C ゾーンは、北海道、東京都島しょ部、それから長崎、鹿児島、






証したわけではありませんが、人口でいうと、30 万人から 60～70 万人ぐらいの感じではない
のかなと。本当は、生徒数・児童数でやったほうがいいし、地理的なこともやったほうがいい
と思いますが、そういうことなのだろうなと。 








 私は 30 万人から 60～70 万人だと思うのですが、京都はその倍なので鈴木説が合わないので
すけれども、どうですかねと言ったら、門川さんが「いや、鈴木説は正しい。実は、自分も頭
の中では、だいたい 50 万人ぐらいで分けて、何となくイメージしている」と。また、自分が












 例えば、杉並区の小学校で、天窓が割れて人が落ちた事件がありましたが（平成 20 年 6 月























































































わけですね。だから当然、教員集団を 1 万人までの教員集団にするのと、1,000 人までの教員
集団にするのと、それはおのずと違いますから、そこはあると思います。 











































－ 14 － 
でいかなければいけない。小劇場の話をすると、マックスで 600 人ぐらいかなと。普通は、や
はり 300 人です 
【村上】いや、600 人というのは多いなと思います。 
【鈴木】大天才役者で、ものすごくオーラがある人が 600 人だと。私たちは、普通、マックス
が 300 人です。マックスですね。 
【広瀬】ええ、もう演劇をやっているような感じになります。 
【鈴木】そうですね。相当能力の高いティーチャーだったり、相当な役者で、やはり 600 の人
心を捉えるのが。でも、へぼ役者だと、やはり 100 人、200 人ということになるから。だから、




1 対 n のサイズというのは、基本的にはすごく大事だと思います。 








 昔は、1 学年が 6、7 学級の小学校がいっぱいありましたね。では、その 42 人（７学級×６
学年）とか 36 人（６学級×６学年）の担任教員、専科の教員とか入れて（１学校で）50 人を
超えた教員を掌握するのが管理職の仕事、一人一人の相談に乗っていくという。私は、管理職
というのは、現場教員の応援団、サポーターだと思うから、そのサポートをどれだけできます







－ 15 － 
はり、それなりの適正規模というようになってくるということですね。 
【鈴木】それはあると思います。 


























































































































 通産省というのは、予算はいつも少ないので、一般会計だけだったら 5,000 億円ぐらいしか
ない、エネルギーなどは別にすれば。文科省は、6 兆円ですね。私だけで予算を 4,000 億円増
やしている。それは、私が通産省で 13 年間培ったノウハウを、大きい母数にどんと投入したこ




－ 19 － 
が文科省が勝ったわけです。 
 
３ 本気で反撃してきた財務省 義務教育費国庫負担金 
 そもそも政治家同士がガチンコの予算折衝をするなんていうことは、少なくとも昭和 35 年以
降はないですから。全部つくられたもの。私も通産省で予算を毎年やったけれども、1 次復活、



























－ 20 － 
を握っているのは通産省だぞと。全産業の 7～8 割のカバレッジが通産省にあるのですね。もち


























































































































































































































































































































私は土曜日と日曜日に熟議をずっとやってきました。週末にだいたい、1 箇所熟議で 200 人、2
箇所で 400 人、週末には、それから講演会に行ったりして、だいたい毎週末 500 人ぐらいの人
に会っています。それ掛ける 50 日ですから、そうすると 2 万 5000 人ぐらい、年間、その教育
現場を歩いている。あなたの言うようなことが教育現場の問題だという声は、少なくとも 2 万






【広瀬】「（私がではなく）2 万 5000 人の人たちが」、と。 
【鈴木】2 万 5000 人の、私はずっと熟議対話を続けてきたけれども、あるいは、「熟議カケア
イ」で、200 万人のページビューがあって、それだけの投稿があって、そこで、そんな話は全
然問題にならなくて、むしろ、それよりもこっちのほうが大問題だと。何で、即、イデオロギー
－ 30 － 
構造に入れたがるのだと、そういう癖はやめてくれ、それが教育現場を駄目にしているという
ことを徹底的に訴えた。そうすると、だんだんみんな来なくなりますね。 






























－ 31 － 
く、実際のデシジョン・メーキングは。もちろん前原誠司政調会長とか、大物政調会長になっ
たこともあるけれども。 
 政策形成過程論からすると面白くて、鳩山由紀夫政権 1 年目、菅直人政権、野田佳彦政権と、
これだけガバナンスが変わったこの 3 年間は、非常に研究材料としてはいいです。民主党政権








 福山哲郎（外務副大臣）さんにしたって、環境問題をずっと、京都会議から自分で NGO の
皆さんと、要するに、官僚以外の独自の情報ソース等を持っている人です。周りにはちゃんと、
学者の友人や、NPO の友人など、1 次情報、現場と直でホットラインを多様に持っている人が























































































15 年とか 30 年とか、教育政策なんかそうですよね。そういう計でやっている仕事は、現場で
できないから私たちが公共財としてやるということです。15 年単位でものを考えてやっていく









































 第 1 部「教育ガバナンスの基本方向」には、現実の諸事例・諸問題から演繹的に構築された、










あるいは官民の 2 項図式 − これは鈴木氏の概念だと「ガバメント」「マーケット」に対応する




 第 2 部「副大臣時代のこと」は、政治の舞台裏編ともいうべきものでエキサイティングであ
る。政策立案と遂行の実務において、どういうアクターがどういう質で動いていたのかの実際
が体感できる。義務教育費国庫負担金をめぐる文部科学省と財務省との攻防の箇所からは、議
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